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収 支 報 告

{ふ り が な)ぜ い りしによるつちやまさただこうえんかい

1政 治 団体の名称 税理士による土屋正忠後援会

丁180-OOO6

2主 たる事務所の所在地 東 京都武蔵 野市中町1-23-17-3FCMS内

3代 表 者 の 氏 名 萩 野 紘 一

4会 計 責 任 者 の 氏 名 吉 田 宗 一 郎

5平 成28年 分

○
書

団 体 コ ー ド _彗 藝
前 年 繰 越 額 o円

事務担当者の氏名 上 田 俊 明

電話番号0422-41-8821

受 付 審 査 確 認
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X報 告紺象年の途中で資金管理団体の指定 ・融消をした場台のみ記入e



(その2)

○
収 支 の

O

状 況 魎
項 目 金 額 項 目 金 額

1収 入 総 額(D～(2)の 計 289,000 II支 出 総 額1～2の 計 211,196

(1)前 年か らの繰越額 0 1経 常経費 の合計(1)～(4)の 計
164

(2)本 年 の収入 額1～6の 計 289,000 (1)人 件 費

1個 人の負担する党費又は会費 289,000 (2)光 熱 水 費

(党費又は会費を納入した人の数) 29人 (3)備 品 ・消耗 品費

2寄 附(1)～(2)の 計 ④ 事 務 所 費 164

(1)寄 附 の区分 ア～ ウの計 2政 治活動費 の合計(1)～(6)の 計 211,032

.一占

ア 個人からの寄附 (1)組 織 活 動 費 211,032

1(う ち特 定寄附) (2)選 挙 関 係 費

イ 法人その他の団体からの寄附 (3)機 関紙誌の発行その他の

事業費 ア～エの計ウ 政治団体からの寄附

(寄附の うち寄附のあっせんによるもの) ア 機関紙誌の発行事業費

(2)政 党 匿名 寄附 イ 宣伝事業費

3機 関紙誌の発行その他の事業による収入 ウ 政治資金パーティー開催事業費

ω(&撤{擬 窃論㌶ 鯉 掴 収入) エ その他の事業費

② 駅 三弊塗鰍 脇漏 腰 野 る収入) (4)調 査 研 究 費

1㈹ のうち対価破 払いのあっせん1・よるもの) (5)寄 附 ・交 付 金

4借 入 金 (6)そ の 他 の 経 費

5本 部又は支部から供与された交付金に係る収入 備 考

6そ の他 の収入(D～(2)の 計

(1)10万 円未 満 の もの の 計

(2)10万 円以 上 の もの の 計 1皿 翌年へ の繰越 額(1-・)177,8041



(そ の14)

○ ○
資金管理団体 ・国会議員関係政治団体用

(2)経 常経費(人 件費 を除 く。)の 内訳 項 目 別 区 分 ・.光熱績 備 品・消耗蹟(瞬

支 出 の 目 的 金 額 年 月 日 支出を受けた者の氏名(又 は名称) 支出を受けた者の住所(又は所在地) 備考

'

こ の 頁 の 小 計 0
(注1)資 金管理団体は、5万 円以上の支出はすべて個別 に記載 し、5万 円未満の支出は1そ

の他の支出」に一括 して記載して ください。

(注2)国 会議員関係政治団体は、1万 円超(1万1円 以上)の 支出はすべて個別に記載 し、
1万 円以下の支出は 「その他の支出」に一括 して記載 してください。

(注3)「 その他の支出」と「合計」の欄は、右上の項 目別区分ごとに、最後の頁に記載 してくだ
さい。

そ の 他 の 支 出 164

合 計 164
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(そ の15)

(3)政 治活動 費の内訳 項 目 別 区 分 組織活動費(総 会開催費)

支 出 の 目 的 金 額 年 月 日 支出を受 けた者の氏名(又 は名称) 支出を受けた者の住所(又は所在地) 備考

設立総会開催費用 211,032 28 12 20 銀座アスター吉祥寺店 武蔵野市吉祥寺本 町1-23-1-B1

こ の 頁 の 小 計
211,032

(注1)5万 円以上の支出はすべて個別に記載 し、5万 円未満の支出は 「その他の支出」に一括
して記載してください。

(注2)国 会議員関係政治団体は、1万 円超(1万1円 以上)の 支出はすべて個別に記載 し、
1万 円以下の支出は 「その他の支出」に一括 して記載 してください。

(注3)「 その他の支出」と「合計」の欄は、右上の項目別区分の()の 中の項目ごとに、最終頁
に記載 してください。

(注4)項 目別区分 ごとに別葉にしてください。項目別区分の記載例は、 「その他の事業費(区

そ の 他 の 支 出 0

合 計 211,032

政報告会)J、 「機関紙誌の発行事業費(印刷費)」 、r選 挙関係費(陣 中見舞)」 など。



(その17)

1資 産等 の総括表

O

資 産 等
ctt

の 状 況

資 産 等 の 有 無

資 産 等 の 項 目 別 区 分 有 無 備 考

ア 土 地 口 図

イ 建 物 口 図

ウ 建物の所有を目的とする地上権又は土地の賃借権 口 図

工 取 得 の 価 額 が100万 円 を 超 え る 動 産 口 図

オ 盤 鍵 蓼金及び当座飴 を除く・)又は貯金髄 貯 口 図

力 金 銭 信 託 口 図

キ 有 価 証 券 口 図

ク 出 資 に よ る 権 利 口 図

ケ 貸付先 ごとの残高が100万 円を超 える貸付金 口 図

コ 支 払 わ れ た 金 額 が100万 円 を 超 え る 敷 金 口 図

サ 取得の価額が100万 円を超える施設の利用に関する権利 口 図

シ 借 入 先 ご との残 高 が100万 円 を 超 え る借 入 金 口 臼

※有無 について 団 して くだ さい。 (注)有 に 団の場合 は 「項 目別 区分」 ご と(そ の18)が 必要です。
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○
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書

添付書類(別 添のとお り)

図1領 収書等の写し

M2

D3

監査意見書(政 党本部及び政治資金団体に限る。)

政治資金監査報告書(国 会議員関係政治団体に限る。)

この報告書は、政治資金規正法に従って作成 した ものであって、真実に相違 あ りません。

平成29年3.月6日

政治団体 の名称 税理士による士屋正忠後援会

会計責任者の氏名 吉 田 宗 一 郎 (w,ililli@-L"g'1}N

(↓代表者については、解散する年の収支報告書にのみ記載すること。)

代 表 者 の 氏 名 @

(注1)

(注2)

(注3)

「会計責任者の氏名」欄は、記名押印又は署名 とし、署名 は必ず会計責任者本人が自署して ください。
「代表者の氏名」欄 は、解散する揚合 に、解散する年の最後の収支報告書にのみ記載 してください。
国会議員関係政治団体は、宣誓書(そ の20)に 記載 した 日付が政治資金監査報告書に記載 された 日付 と同日か後の 日付になるよう記載 して くださいD



政 治 資 金 監 査 報 告 書

平成29年3月1目

税理士による土屋正忠後援会

代 表 萩野紘一 殿

登録政治資鑑 人勧 蟻 お
登 録 番 号 第3101号

研修終了年月 日 平成21年10月16日

O

O

1.監 査の概要

(1)私 は、政治資金規正法(以 下 「法」とい う。)第19条 の13第1項 の規定に基

づき、「税理士による土屋正忠後援会」の平成28年 に係 る法第12条 第1項 に

規定す る収支報告書のすべての期間を対象 として、当該収支報告書並び に当該

収支報告書に係 る会計帳簿、明細書、領収書等、領収書等 を徴 し難かった支出

の明細書、振込明細書及び振込明細書に係 る支出 目的書(支 出の 目的が記載 さ

れた振込明細書の写 しを含む。以下同 じ。)について、支出に関す る政治資金監

査 を行 った。

(2)こ の政治資金監査は、法第19条 の13第2項 に定めるところによ り政治資金

適正化委員会が定める 「政治資金監査に関す る具体的な指針」(以下 「政治資金

監査 マニ ェアル」 とい う。)に 基づき行った。

(3)私 の責任は、外部性 を有す る第三者 として、国会議員関係政治団体の会計責任

者の作成 又は徴取 した収支報告書並びに当該収支報告書に係 る会計帳簿、明細

書、領収書等、領収書等を徴 し難かった支 出の明細書、振込 明細書及び振込明

細書 に係 る支出 目的書について、政治資金監査マニュアルに基づき政治資金監

査を行った結果 を報告す るこ とにある。

(4)こ の政治 資金監査 は、「税理士による土屋正忠後援会」の主たる事務所において

行 った。

2.監 査の結果

私が実施 した政治資金監査 の結果は、以下の通 りである。

(1)法 第19条 の13第2項 第1号 に規定する事項について、会計帳簿、明細書、

領収書等 は保存 されていた。領収書等 を徴 し難かった支出の明細書、振込明細



書及び振込明細書に係 る支出 目的書は存在 しなかった。

(2)法 第19条 の13第2項 第2号 に規定す る事項 について、会計帳簿には、当該

国会議員 関係政治団体に係 るその年における支出の状況が記載 され、かっ、当

該国会議員関係政治団体の会計責任者が当該会計帳簿を備 えていた。

(3)法 第19条 の13第2項 第3号 に規 定する事項について、法第12条 第1項 に

規定す る収支報告書は、会計帳簿、明細書、領収書等に基づいて支出の状況が

表示 されていた。

(4)法 第19条 の13第2項 第4号 に規定する事項について、領収書等 を徴 し難か

った支出の明細書及び振込明細書に係 る支出目的書は、存在 しなかった。

'

ζ

3.業 務制限

「税理士による土屋正忠後援会」 と私 との問には、法第19条 の13第5項 の規定に

違反す る事実はない。

また、「税理士による土屋正忠後援会」 と政治資金監査の業務 を補助 した使用人その他

の従業員 との間においても、同様である。

以上

O


